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【司会】五石敬路先生(都市経営研究科・准教授) 【議事録担当】三嶋浩子(M19AB511) 

【講師自己紹介】半分 NPO、半分研究者として活動しています。災害発生時には自治体と連

携して現場支援を行ってきました。いまは生活困窮者支援を宮城県で行っています。今日は、

『理屈を考える研究者』として、お話しいたします。 

【ご講演のアジェンダ】 

０． はじめに～官民連携の「民」って？ 

(ディスカッション) 官民連携はなぜ胡散臭く思えるのでしょうか？ 

１．サードセクターはどのように捉えられるか 

２．東日本大震災にみるサードセクター 

３．サードセクターの組織はどうやって社会的課題を解決しているのだろうか 

４．サードセクターのネットワークに光をあてる 

５．なぜネットワークが張り巡らされるのか 

６．まとめ 

 

⓪【はじめに～官民連携の「民」って？】 

●官はイメージしやすいが、民は、非営利をイメージすると思うが、よくわからない。とくにサードセクタ

ー=民間非営利がわかりにくい。民間営利でも政府でもない組織の集まり。(NPO・NGO・協働組合・コミ

ュニティビジネス・社会的企業)官民連携の「民」はサードセクターとの連携が一般的には想起される。 

●(ディスカッション) 官民連携はなぜ胡散臭く思えるのでしょうか？ 

「どこまでが守備範囲なのか、漠然としていてわからない」「非営利といいつつ民に何かメリットあるんじ

ゃないの?と思う」「特定の政治的思想を持っているイメージ」「いや、きちんとミッションを持ってやってる

と思う」など、胡散臭い派とそう思わない派に分かれた。これらの意見に対して、菅野先生は「地域、文

化によって協働のイメージが違う。人によって理解も変わる」「日本ではっきりした定義はないので、共

通の定義づけをしたい」とお答え。 

① 【サードセクターはどのように捉えられるか】 

1.サードセクターの台頭は世界的なものだと言われている。その理由は、20 世紀後半にかけ

て発展した経済学者ケインズ型の福祉国家が、20 世紀最後に機能不全を起こしたと考えられているこ

とが関係している。経済成長率の低下と社会保障費の増大に伴い、準市場（quasi-market） 的改革が

すすみ、サードセクターは公共財供給の質向上またはコスト削減のためのアウトソーシング先として、

注目を浴びている。 



(;例) アメリカ：UMOS：福祉の多くのサービスを民間が扱っている 

アメリカ：San Francisco Foundation コミュニティ財団。財団は就職したい企業として 

人気。 

フランス：ARIES 困窮者支援。パリ･リオン駅のポーターのマネージメントを行っている｡ 

   フランス：イル・ド・フランス県社会的連帯経済地域圏会議。政府と民間人がいろんな政策 

を普通に協議している｡ 

2.こういった状況を様々な学問はどうとらえようとしているか。 
サードセクター研究において、アメリカやイギリスに代表される非営利セクターについての研究や国際

的な比較研究が、1998 年の特定非営利活動促進法の成立以前から日本に積極的に紹介されてき

た。サードセクターは、各国の制度や歴史を反映した多様な背景のもとで存在していることが示されて

いる。しかし。世界の文脈と日本の文脈は異なる。 

3.日本の文脈①: サードセクターの組織は着実に増加。 

サードセクターの定義・法人格を横断する統計情報の整備は定まっていないが、法人数は増えてい

る。(特定非営利活動法人 51,872、一般社団法人 48,749 をはじめ、全国で 12 万近い=特定非営利

活動法人の数字は 2018 年 3 月末時点・内閣府「NPO ホームページ」より。一般社団法人の数字は

2018 年 5 月 28 日時点・国税庁「法人番号公表サイト」より) 

4.日本の文脈②: 公益国家独占主義。 
胡散臭さの原因はこれ。非営利的なものを法律で認めてこなかったから。 

日本国憲法第八十九条 公金その他の公の財産は、宗教上の組織若しくは団体の使用、便益若

しくは維持のため、又は公の支配に属しない慈善、教育若しくは博愛の事業に対し、これを支出

し、又はその利用に供してはならない。⇒民間にお金を落とすのではなく、国が事業をチェック、

認可するのも国。⇒結果として、『公益国家独占主義』が生まれる。 

5.日本の文脈③ 新しい法律と制度改革でサードセクターを受容せざるを得ない状況に。 
1980 年代ごろには、市民事業が増殖。阪神・淡路大震災が発生し、ボランティア元年と呼ばれた

1995 年ごろからは、主導的な概念が「ボランティア」から「NPO」にとってかわった。そのあと、特定非

営利活動促進法（1998 年）、公益法人制度改革（2006 年）が生まれた。=非営利の組織と役割を、 

やっと国が認めた。 

② 【東日本大震災にみるサードセクター】 

東日本大震災の被災地支援で活躍するサードセクターの組織たちはこんなに存在する。 

特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォームの加盟団体 

 

 

 

 

 

 



●NPO 法人 46％、任意団体 29％、社団・財団 13％。7 割はなんらかの法人格を持っていろん

な支援活動をしている。●発災当初は物資・避難所支援、仮設住宅生活が始まると生活支援や

孤立防止、その後は自治への支援や福祉へと移る●被災者支援資金充当額（収入×被災者支援

使用割合）をみると、収入の多くは寄付・民間助成 8 割で賄われ、公費は 2 割程度 

 

③【サードセクターの組織はどうやって社会的課題を解決しているのだろうか】 

1.東日本大震災においては、家がなくなったのだから、基本的にホームレス支援と同じと考

えた。仙台市の「被災者生活再建加速プログラム」は個別世帯のケースデータの蓄積をもとに

した支援の組み合わせ。災害ケースマネージメントは、NPO と仙台市が話し合いながらつくった。 

⇒仙台市の支援モデルが、熊本地震・西日本豪雨など全国の被災地に拡大。 

 

    

●熊本市:地域包括ケア体制の構築も視野に  ●鳥取県:危機管理条例で制度化 

各区に支え合いセンターを設置し各世帯を訪問 

 

③ 【サードセクターのネットワークに光をあてる】 

良いことをやっているのに、何をやっているのか分かりにくい。サードセクターのイノベーティブな側面を

評価したい。 

そこで・・ 

『社会ネットワーク調査』を、菅野先生が実施。 
(調査対象)  

東日本大震災への対応を実施したサードセクターの関係者で，震災後に被災地で 1 年以上の居住 

履歴がある人。 

(調査内容) 

東日本大震災対応において成立した革新的だと考えられる組織やプロジェクトを最大 3 つまで回答を

求めた。続いて、ある対象者から、東日本大震災にかかわる活動において、信頼していたり、お世話に

なったり、活動において影響を与えたりした人=キーパーソンを指名してもらい、インタビューを実施。 



被指名数ごとのキーパーソンの分布（調査時点：2016 年 6 月 23 日）

 
 

(調査による仮説)  
少数のスーパー・ハブによって、資源や評判にかかわる情報が、素早く、かつ、効率的に伝播される。 

中間組織支援者・地域の商工団体への加入経験者など、他セクターとの兼業経験者、つまり他組織と

つながりの強い人がスーパー・ハブとなり、ネットワークが生まれる。 

 

⑤【なぜネットワークが張り巡らされるのか】 

●なぜ仙台市において、社会ネットワークが形成され、うまくいったか。歴史的にひも解く。 

⇒1960 年代から島野革新市政が住民との直接対話型の行政運営を実施。 

1967 年に、港の開発による財源確保を狙った仙塩合併(仙台市と塩竃市の合併)の失敗で福祉

バラマキが出来なくなり、市民との対話路線が強化され「市民のつどい」事業化(1967 年 11
月 19 日第 1 回仙台市民のつどい) 
1975 年に島野市長により、市長室が成立し官房機能強化。相談課をパイプに「どぶ板型の

コミュニティ行政」とともに、様々な市民運動と対話型の行政運営。 

1989 年政令指定都市化に合わせ、市長の汚職の温床となった「ハコモノ行政」を実行。 

ハコモノを管理する外郭団体が設立される。 

1980 年代、行政の補助を受けない、自発的な市民事業や支援方法のモデルが確立。 

1996 年 2 月、前市長の汚職により、藤井市長 1 期目において「市の腐敗を招かない科学的

な都市経営」が目指され、島野市政モデルを現代化。「市民協働」が前面化。 

1999 年 全国初の官設民営の NPO 支援施設「仙台市市民活動サポートセンター」設立 

 
⑥【まとめ】 
●現代日本のサードセクターは社会的課題に一定規模で対応するようになっている。 

●地域内外に構築された社会ネットワークを経由して、資源、特に知識を互酬的に利用することで、 

サードセクターは社会的課題に対応するイノベーションを創出している。 
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●社会ネットワークを経由して知識を互酬的に利用するためには、「非営利性」とともに、ある地域に根

を張って活動する「場所性」が重要になる。場所性は「近くは競合、遠くは仲間」と言いうる人のつながり

を生み、地域間で知識をシェアする条件となる。 

●サードセクターの社会ネットワークがもたらす知識(良いことが起こる)を、地域としてうまく利用する

ためには、規範やルールといった、セクターを超えて協働するための制度が地域内にうまく構築されて

いるとよい。そうすると、地域としてうまく社会的課題に対応していける可能性が高まる。 

 
(以上) 


